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河野　龍太郎 （著）

（ちくま新書）

『日本経済の死角―収奪的システムを解き明かす』

本書は、日本を代表するエコノミストである

河野龍太郎氏による、日本経済論の最新の成果

である。著者の発言や発信は国内外で常に注目

を浴びてきたが、とりわけ経済界や金融市場関

係者、政策当局者・政治家にとって、その影響

力は大きい。事実とデータに即した緻密な分析、

理論的支柱を踏まえた考察、さらに歴史的・国

際的な視座に裏打ちされた著者の議論は、常に

明晰なメッセージ性を帯びている。本書は、ま

さにその分析力と洞察力が遺憾なく発揮された

一冊である。

本書の特徴は、書名の通り、日本経済の「死

角」に光を当てている点にある。我々が理解し

ているつもりで、実際には看過してきた盲点に

焦点を当てる発想は斬新である。しかもその内

容は、一般のメディアや類書ではあまり触れら

れることのない、時としてタブー視される領域

に及ぶ。「大企業経営者に問題意識が乏しい」「イ

ンバウンド需要の拡大を手放しで喜ぶべきでは

ない」「株高は必ずしも好循環を意味しない」と

いった指摘は、既存の通念に対して一石を投じ

るものである。

構成は七つの「死角」から成る。第 1 章では

実質賃金と生産性の関係、第 2 章では日本特有

の賃金慣行、第 3 章では対外直接投資、第 4 章

では労働市場の構造変化、第 5 章では労働法制、

第 6 章ではコーポレートガバナンス改革と労働

市場改革、そして第 7 章ではイノベーションが、

それぞれ死角として論じられる。これらを通じ

て著者は、日本経済が長期停滞という慢性的な

「疾患」を抱える理由を診断し、その克服に向け

た処方を提示している。

冒頭に掲げられる事実は衝撃的である。すなわ

ち、1998 年から 2023 年にかけて時間当たり生産

性が累計約 30％上昇したにもかかわらず、実質

賃金は逆に 3％減少したという点である。生産性

東京女子大学　現代教養学部
教授　長谷川　克之

書評



書評

向上と実質賃金上昇が連動するという経済学の

教科書的な理解に反するこの乖離は、まさに「死

角」と呼ぶにふさわしい。もちろん、この間に総

労働時間が 1 割程度短縮していることによる影響

を割り引いて考える余地はあるが、それを考慮し

ても両者の乖離の大きさは看過できない。

なお、生産性向上と実質賃金の関係について

は、より仔細に企業規模別や業種別に捉える必

要があるかもしれない。グローバル企業と国内

型企業とでは状況は大きく異なり、海外部門で

得られた収益を停滞する国内部門の従業員にど

の程度還元すべきかは、現実的に難しい問題で

ある。もっとも、こうした事情を踏まえつつも、

著者が指摘するように、国内経済の停滞が実質

賃金の抑制や海外投資の積極化を誘発し、それ

が結果として国内消費の停滞をもたらすという

「合成の誤謬」を断ち切るためには、大企業・グ

ローバル企業が率先して賃上げを実施し、あわ

せて取引先企業・下請企業との取引関係の改善

を積極的に進めることが必要となってこよう。

著者の議論を特徴づけるのは、2024 年にノー

ベル経済学賞を受賞したマサチューセッツ工科

大学のアセモグル教授、シカゴ大学のロビンソ

ン教授らの論考を援用している点である。アセ

モグル教授らは繁栄する国家が包摂的制度を有

する一方、衰退する国家は収奪的制度に陥ると

論じた。著者はこの枠組みを日本に適用し、非

正規雇用の拡大を「ダークサイド・イノベーショ

ン」と位置づける。すなわち、長期雇用制を維

持するために人件費を変動費化した結果、二重

労働市場が固定化され、社会が収奪的構造へと

傾斜しているというのである。これは就職氷河

期世代の苦境とも不可分であり、日本の社会制

度が抱える深刻な課題を浮き彫りにしている。

この視点から導かれる本書の最重要メッセー

ジは明確である。すなわち、日本経済の長期停

滞を克服するには、包摂的制度への移行が不可

欠であるというものだ。日本は未だ諸外国と比

べれば相対的に包摂的な制度を維持しているも

のと考えられるが、現状を放置していれば収奪

的社会に向かい、その政治的、経済的、社会的

な代償が大きいのは事実である。

社会保障制度のアップグレード、公的部門の

処遇改善を含む制度改革なくしては、日本経済

は正常な成長軌道を取り戻せないという著者の

主張は傾聴に値する。

加えて、本書の価値を一層高めているのは、

その議論の重要性が現下の環境変化を踏まえれ

ば一段と重みを増している点である。

第一に、国内政治環境の変化である。欧米で

台頭する反エスタブリッシュメントの潮流は、

日本政治の液状化を招く恐れがあり、実質賃金

の停滞が政治的リスクを高めかねない。日本の

新政権の政策を考える上でも本書は極めて有益

な指針となる。

第二に、AI（人工知能）革命の影響である。

現在進行形の AI 革命は雇用と賃金の在り方を

根本的に変える可能性を秘めており、第 7 章が

「イノベーションを社会はいかに飼いならすか」

という視点から有益な視座を提供している。

第三に、賃上げ機運の後退の恐れである。ト

ランプ政権による関税政策が日本経済に与える

外的衝撃は、今後の賃上げの動きに対する強い

逆風となりうる。日本経済を正常な軌道に戻す

ためには、中長期的な視点から賃上げを続ける

必要性を共有する必要があろう。

本書は、日本経済の停滞を「死角」という斬

新な枠組みで捉え、実証分析に基づきながら、

再生に向けた指針を提示している。経済政策を

担う政治家・実務家はもちろん、企業経営者、

そして次世代を担う若手や学生に至るまで、広

く手に取るべき必読の書である。
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